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（単位：千円）

議 案 番 号 会 計 名 補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額

議 第　　 号 一 般 会 計 補　正　第 ３　号 51,559,977 465,904 52,025,881

議 第　　 号 国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 補　正　第 ２　号 11,137,366 1,458 11,138,824

議 第　　 号 介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 補　正　第 ２　号 10,824,986 8,315 10,833,301

議 第　　 号 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 補　正　第 ２　号 2,143,306 800 2,144,106

88,029,253 476,477 88,505,730

補 正 番 号

予 算 総 括 集 計

令和 ７ 年度　　　会　　計　　別　　補　　正　　予　　算　　表

1



2

議 第　　 号

国県支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1 全款 職員人件費等
人事異動（採用・退職を含む）に伴う人件費の減額
※　財源：国庫補助金、県補助金

△ 119,209 960 △ 120,169

2 全款 職員人件費等

人事院勧告に準じた給料及び期末・勤勉手当等の増額
※　給料…級別に2.8％～5.2％の増
※　期末・勤勉手当…0.05月分（再任用職員は0.025月分）
の増

148,580 148,580

3 議会費 議員報酬等
①人事院勧告に準じた期末手当の増額（0.05月、621千円）
②現在の議員数での報酬等算出に伴う報酬等の減額（△
10,096千円）

△ 9,475 △ 9,475

4 総務費 財政調整基金積立金
一般旅券収入印紙等購買基金の取り崩しに伴う、積立金の
増額

2,000 2,000

5 総務費 新本庁舎建設事業費

地方債メニューの変更による財源更正
※　一般事業債　△600千円 、こども・子育て支援事業債（充
当率90％、交付税措置率30％）　600千円
※　継続費の財源変更あり

0 0

6 総務費 駅北庁舎改修事業費

継続費の年割額変更に伴う委託料の減額及び地方債充当
に伴う財源更正
※　財源：一般事業債
※　継続費の変更あり

△ 7,210 △ 7,210

7 総務費 人口対策戦略関係費
寄附者の意向に伴う財源更正
※　財源：企業版ふるさと応援寄附金

△ 526 526

番
号

補 正 額

財 源 内 訳

令　和　７　年　度　一　般　会　計　予　算　（　補　正　第　３　号　）　の　主　要　内　容

（ 単位：千円 ）

款 事 業 名 事 業 内 容
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国県支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

番
号

補 正 額

財 源 内 訳

款 事 業 名 事 業 内 容

44 教育費 小学校管理備品購入費 令和８年度の学級数増等への対応に伴う備品購入費の増額 3,046 3,046

45 教育費 小学校ＩＣＴ整備事業費

①学習系ネットワークの機器更新に伴う備品購入費等の増
額　19,536千円　　※　財源：国庫補助金
②令和８年度の学級増による大型電子黒板等の購入に伴う
備品購入費の増額　2,024千円

21,560 1,600 19,960

46 教育費 中学校管理備品購入費 経年劣化による備品の更新に伴う備品購入費の増額 713 713

47 教育費 中学校ＩＣＴ整備事業費
学習系ネットワークの機器更新に伴う備品購入費等の増額
※　財源：国庫補助金

22,217 1,600 20,617

48 教育費 学校給食施設整備費
令和８年３月末の笠原中学校調理場閉鎖に係る備品撤去に
よる、冷蔵庫類フロン回収業務等に伴う委託料の追加

242 242

49 教育費
昭和小学校近接校対応調
理場施設整備費

昭和小学校近接校対応調理場の器具洗浄室の建具及び床
の補修に伴う工事請負費の追加

451 451

50 教育費 食育センター管理運営費
毎年４月上旬に実施している食育センター第一種圧力容器
性能検査について、次年度分の令和８年３月30日前倒し実
施に伴う委託料等の増額

1,303 1,303

465,904 196,055 14,100 99,941 155,808合　　　　　計　（補正額総額）
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令和７年度　　　一 般 会 計 税 等 内 訳 一 覧 表        　

（ 補 正 第 ３ 号 ）

金 額

１ 市 税

２ 地 方 譲 与 税 自 動 車 重 量 譲 与 税

地 方 揮 発 油 譲 与 税

３ 利 子 割 交 付 金

４ 配 当 割 交 付 金

５ 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

６ 法 人 事 業 税 交 付 金

７ 地 方 消 費 税 交 付 金

８ ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

９ 環 境 性 能 割 交 付 金

10 国有提供施設等所在市町村助成交付金

11 地 方 特 例 交 付 金

12 地 方 交 付 税 普 通 交 付 税

特 別 交 付 税

13 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

20 繰 入 金 財 政 調 整 基 金 繰 入 金

（ う ち 可 処 分 ）

（ う ち 災 害 留 保 分 ）

21 繰 越 金 155,808

22 諸 収 入 市 預 金 利 子

23 市 債 臨 時 財 政 対 策 債

 そ の 他 一 般 財 源

155,808

（単位：千円）

内 容

合 計
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（ 継 続 費 ）

（ 単位：千円 ）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

6 7,202 7,202

7 103,375 28,900 74,475

8 154,239 115,600 38,639

計 264,816 144,500 120,316

6 7,202 7,202

7 103,375 28,900 74,475

8 154,239 116,000 38,239

計 264,816 144,900 119,916

6 664 664

7 1,327 1,327

8 4,641 4,641

計 6,632 6,632

6 664 664

7 1,327 1,327

8 4,641 3,400 1,241

計 6,632 3,400 3,232

令  和  ７  年  度　　　一　般　会　計　予　算　（　補　正　第　３　号　）　の　主　要　内　容

項 目
番
号

事 業 名 総 額 年度 年割額
財 源 内 訳

6,632

変更後 6,632

（ 参 考 ）
継 続 費 の
財 源 変 更

1

変更前

新本庁舎新築設計事業

264,816

変更後 264,816

2

変更前

接続棟新築設計事業
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特別会計の主な事業内容

議 第　　 号

国県支出金 地 方 債 そ の 他 繰 越 金

1 職員人件費 人事異動等に伴う人件費の増額 458

2 一般被保険者医療給付費分
福祉医療施策に伴う国庫負担金減額相当額に対
する県補助金の増等に伴う財源更正

496 497 △ 993

3
普通徴収一般被保険者保険料（過
誤納）還付金（医療給付費分）

過年度還付金の見込み増に伴う償還金の増額 700

4
普通徴収一般被保険者保険料（過
誤納）還付金（介護納付金分）

過年度還付金の見込み増に伴う償還金の増額 100

5
普通徴収一般被保険者保険料（過
誤納）還付金（後期高齢者支援金
分）

過年度還付金の見込み増に伴う償還金の増額 200

496 955 7

議 第　　 号

国県支出金 地 方 債 そ の 他 繰 越 金

1 職員人件費 人事異動等に伴う人件費の減額 △ 1,249

2 介護保険システム等改修関係費
介護保険システムの税制改正対応改修（令和８年
４月施行分）に伴う委託料の増額

4,647 4,648

3 保険料賦課徴収費
標準化システム移行により増額が見込まれる令和
８年度仮算定通知の封入等に伴う委託料の増額

269

4,647 3,668

議 第　　 号 （ 単位：千円 ）

国県支出金 地 方 債 そ の 他 繰 越 金

後 期 高 齢 者 医 療
特 別 会 計

（ 補 正 第 ２ 号 ）
1 保険料還付金 過年度還付金の見込み増に伴う償還金の増額 800

800

800

△ 1,249

合　　　　　　計 1,458

会 計 名 番号 事 業 名 事 業 内 容 補 正 額
財 源 内 訳

合　　　　　　計 800

財 源 内 訳

介 護 保 険 事 業
特 別 会 計

（ 補 正 第 ２ 号 ）

会 計 名 番号 事 業 名 事 業 内 容 補 正 額

9,295

（ 単位：千円 ）

補 正 額
財 源 内 訳

国 民 健 康 保 険 事 業
特 別 会 計
（ 補 正 第 ２ 号 ）

458

100

会 計 名 番号 事 業 名 事 業 内 容

700

8,315

（ 単位：千円 ）

269

合　　　　　　計

200
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財政判断指数の見込み

償還可能年数 経費硬直率 財政調整基金 経常収支比率 実態収支

（年） （％） 充足率（％） （％） （千円）

財政判断指数
(補正第３号）

6.4 75.2 24.6 91.3 △ 2,510,000

財政判断指数
(補正第２号）

6.3 74.8 24.6 91.0 △ 2,550,000

財政判断指数
(補正第１号）

6.6 75.1 21.7 91.3 △ 1,050,000

財政判断指数
(当初予算）

6.5 74.9 21.7 91.0 △ 1,080,000

財政判断指数(目標値) 7.0 74.0 15.0 90.0 －

財政判断指数(基準値) 10.0 77.0 7.5 93.0 －

 

財政判断指標
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